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ば，Anderson, Wallace and Warner（1986），Blackley（1986），Manage and Marlow（1986），von 
Furstenberg, Green and Jeong（1986），Ram（1988）等がある。これらの研究は，政府支出と政府
収入の時系列データが定常であることを仮定して，Grangerの因果性検定を実行している。従っ
て，これらの研究では，単位根検定と共和分検定の分析が行われなかった。その後の研究では，









































































ら，検定を実行する。Gregory and Hansen（1996）に基づいて，T＝ (0.15，0.85)とする。ここでは，









ADF統計量は，説明変数 êt－1τの t値である。Kmax＝8を出発点として，ラグ数Kを t値有意性基




















　Nomura（2007）では，leと lrに対して単位根検定を適用している。Ng and Perron（1995）の t
値有意性基準によりラグ数を選択している。その結果として，この2変数は共に I（1）と判断する。
さらにNomura（2007）では，leと lrの共和分関係の存在は，Engle and Granger検定によって否
定されている。そこで，leと lrの共和分関係に構造変化を導入することが興味深い。
　そこで，分析データに対して，Gregory and Hansen（1996）のADFタイプの検定統計量を計算
表 1　ADF統計による共和分回帰の構造変化の検定：被説明変数 lrと説明変数 le
モデル 構造変化時点 検定統計量 t（ブレーク点） τ（t/n） ラグ
レベルシフト 1979 ―3.6743971 25 0.49019608 5
トレンド付きレ
ベルシフト 1984 ―4.5263959 30 0.58823529 1




表 2　ADF統計による共和分回帰の構造変化の検定：被説明変数 leと説明変数 lr
モデル 構造変化時点 検定統計量 t τ ラグ
レベルシフト 1964 ―3.7529374 10 0.19607843 5
トレンド付きレ
ベルシフト 1984 ―4.4410486 30 0.58823529 1
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